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Ⅰ はじめに

人間の行っていた作業が機械によって代替さ

れる機械化は，持続的な技術進歩が始まった産

業革命期以降一貫して見られる傾向である。工

業化初期には，機械化によって工業の担い手が

職人と工業を副業とする農家から近代的工場で

働く労働者と技術者へシフトした。それ以降も

機械化は工業を中心に進展し，工場での作業の

益々多くの部分が機械によって行われるように

なっていった。これに伴い生産組織も家計と小

企業中心から大企業中心へ変化してきた。最近

では IT 技術の進歩によって機械化はオフィス

にまで広がり，サービス業に対しても大きな影

響を及ぼしている。

労働経済学とマクロ経済学はこれまで機械化

が経済に及ぼす影響にあまり注目してこなかっ

たが，2000 年代以降実証研究を中心に大きな進

展が見られるようになった。機械化，特に IT

技術の導入による機械化（IT化）が先進国の賃

金分布の変化に大きな影響を及ぼしているので

はないか，という考えから，機械化の賃金分布

や職の分布への影響を中心に実証研究が進んで

いる。また関連した理論モデルの構築も行われ

ている。これらとは独立に経済成長理論におい

ても，スタンダードな経済成長モデルでは正面

から扱われることのなかった機械化をモデル化

する試みが増えている。機械化を通じて経済が

成長するモデルにおいて持続的成長が可能であ

るかを探ることが主な関心である。

本論文は，労働経済学とマクロ経済学におけ

る機械化に関する最近の研究を実証・理論の両

面から概観する。比較的少数の研究を詳しく検

討することにより，最近の研究が何を明らかに

したのか，また今後の課題が何であるのかを

探っていく。

論文の構成は次の通りである。Ⅱ節では機械

化の労働市場への影響を分析した実証研究を概

観する。まずはじめに，関連する 1980 年代以

降の先進国，特にアメリカにおける賃金分布の

変化に関する研究を概観した後，一国経済のタ

スク・職の分布と賃金分布への影響を分析した

マクロレベルの実証研究を取り上げる。次に生

産現場やオフィスでの労働需要，職務の内容，

生産方式などへの影響を分析したミクロレベル

の実証研究を見る。Ⅲ節では機械化に関する理

論研究を概観する。機械化と経済成長との関係

を分析した研究を取り上げた後，理論面ではこ

の研究と，またテーマ的にはⅡ節の実証研究と

関連の強い労働市場への影響を分析した研究を

検討する。

Ⅱ 労働市場への影響に関する実証研究

本節では，機械化，特に IT 化の労働市場へ

の影響を分析した最近の実証研究を概観する。

一国経済のタスク・職の分布と賃金分布に及ぼ
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す影響を分析したマクロレベルの実証研究を取

り上げた後，生産現場やオフィスでの労働需要，

職務の内容，生産方式などへの影響を分析した

ミクロレベルの実証研究を見る。

これらの研究が活発化したのは 2000 年代以

降であるが，その背景には 1980 年代以降の先

進国，特にアメリカにおける賃金分布の変化に

関する研究の発展がある。そこで次項では賃金

分布の変化に関する研究を概観する
1)
。

１ 1980 年代以降の賃金分布の変化に関する

実証研究

アメリカの賃金分布の変化を大卒労働者と高

卒労働者というスキルの異なる労働者間の賃金

格差の変化によって見ると，1970 年代には低下

していた賃金格差が，80 年代以降大きく上昇し

ている。他方大卒労働者の相対供給量は，80 年

代以降ペースが鈍化しているものの，この間ほ

ぼ一貫して上昇している。（Acemoglu and

Autor（[2010] Figures 1 and 2）はこのような

傾向が 2008 年まで継続していることを確認し

ている。）日本を含む他の主要先進国に関して

いえば，70 年代は全ての国で賃金格差が縮小し

たが，80 年代半ばまでにその傾向が変化し，賃

金格差の拡大あるいは高卒労働者の失業率の上

昇が見られるようになった（また全ての国で大

卒労働者の相対供給量が増加している。）
2)
。

大卒労働者の相対供給の上昇にもかかわら

ず，80 年代以降大卒労働者の相対賃金が上昇し

たわけである。このことから大卒労働者に対す

る相対需要が増加したことがわかるが，その要

因としては，スキル偏向的な技術進歩（skill

biased technological change），貿易・海外直接

投資の活発化による国際競争の激化，最低賃金

や労働組合組織率の低下など労働市場制度の変

化，が主に指摘された。

多くの研究者がとりわけ重要であると考えた

のはスキル偏向的技術進歩であるが，具体的に

それが何であるのかを探る研究が 90 年代後半

に盛んとなった。80 年代以降の労働需要に大

きな影響を及ぼした技術進歩ということから，

スキル偏向的技術進歩とは IT 技術の飛躍的な

進歩ではないか，という仮説が当然のことなが

ら中心的に検討され，実際コンピューターを使

える労働者の賃金プレミアムが上昇しているこ

とが計量分析によって明らかにされた。

90 年代末頃明らかになりつつあったのが，90

年代のアメリカの賃金分布が 80 年代とは異な

る変化を見せているという事実である。Card

and DiNardo［2002］は，80 年代に引き続き IT

技術の急速な進歩と職場でのコンピューター利

用の拡大があったにもかかわらず，大卒労働者

の相対賃金上昇のペースがかなり緩やかになっ

たことを指摘し，スキル偏向的技術進歩仮説に

対して疑問を呈した
3)
。この仮説を支持する研

究者からも 80 年代と異なる賃金の動きが指摘

された。Autor, Katz, and Kearney（［2006］

Figure 2）によると，1973-88 年は賃金が高い

ほど賃金変化率が高くなるという傾向を示して

いたのに対し，1988-2004年は賃金変化率が U

字型，つまり高賃金層と低賃金層に比べ賃金が
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１）1990 年代までの研究のサーベイとしては Katz

and Autor［1999］がある。また実証・理論両面での

最近の研究を中心としたサーベイとしては，この論

文でも頻繁に引用する Acemoglu and Autor［2010］

がある。

２）この傾向は少なくとも 2005 年まで継続している

ものと思われる。OECD（［2008］Figure 3.2）は

1985 年から 2005 年の OECD11 カ国の男性常勤労

働者の賃金格差の変化を，分布の上位 10％（P90）

と中位（P50）の賃金比や中位と下位 10％（P10）の

賃金比などを指標として見ている。それによると，

分布上位と中位との間の格差（P90/P50）はフラン

スとフィンランド以外の全ての国で上昇している。

これに対し中位と下位との間の格差（P50/P10）は

過半数の国で上昇しているものの，大きく低下して

いる国も存在する。



中レベルの労働者の賃金変化率が低いという傾

向に変化した
4)
。スキルを教育水準などで測っ

た単純なスキル偏向的技術進歩仮説では，スキ

ルが高い労働者ほど相対労働需要が高くなると

いう関係になるが，1988-2004年の賃金変化率

はそのような関係にはなっていない。

この仮説のもう一つの問題は，80 年代から観

察される教育水準が同じ労働者間の格差（re-

sidual inequality）の大きな拡大をうまく説明

できないことである。Acemoglu and Autor

（［2010］以下AA）が指摘するように，教育水

準がスキルの不完全なシグナルであるとき，ス

キルが高い労働者への相対需要増によって re-

sidual inequalityが上昇することを理論的には

説明できるが，Lemieux［2006］は，非若年層大

卒労働者の割合が 90 年代以降上昇したことの

影響を考慮すれば，residual inequalityの拡大

は 80 年代に限られるとしている
5)
。

これに対して技術進歩の影響を重視する

Autor, Levy, and Murnane［2003］は，コン

ピューターがタスク（職を構成する様々な活動）

や職レベルでどのような影響を及ぼすかに関し

て仮説を立て，タスク・職レベルのデータに基

づいて検証した。後述するように，この仮説は

スキル偏向的技術進歩仮説の修正版と解釈する

ことができるが，この論文を見る前に，Autor,

Levy, and Murnane［2003］以降明らかになっ

た，この仮説と関連した職レベルのデータから

の事実を紹介する。

２ 1990 年代以降の職の分布の変化

1990 年代は職の分布についても 80 年代とは

異なる変化が見られた。Autor, Katz, and

Kearney（［2006］Figure 3）によれば，アメリ

カでは 80 年代は平均教育水準の高い職ほど雇

用の伸びが高かったが，90 年代は教育水準の高

い職と低い職で雇用の伸びが相対的に高い（特

に前者）のに対し，教育水準が中レベルの職で

伸びが低くなった。（AA［Figure 10］によれば

2000 年代は教育水準の低い職のみで雇用の成

長が高い。）この雇用の二極化（job polariza-

tion）は，Goos and Manning［2003］によってイ

ギリスについて初めて明らかにされたが，特に

賃金が中レベルの職での雇用低迷は殆ど全ての

先進国で観察される傾向である（EU16か国に

ついては Goos, Manning, and Salomons（［2010］

Figures 1 and 2, Table 2）。

具体的にどのような職で雇用の成長が大きい

あるいは小さいのかを見るために，AA（Fi-

gure 13a, Tables 3a and 4）は職を賃金水準や

教育水準などによって次の４グループに分類し
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３）この他，Card and DiNardo［2002］は以下の点な

どを説明する上でもスキル偏向的技術進歩仮説に問

題があると主張している。�年齢による相対賃金上

昇の違い：男女とも若年層の格差拡大の方が大きい

（ただし 90 年代後半の男性では非若年層の方が大

きく，女性では年齢による違いは比較的小さい）。

女性では学歴によるコンピューター利用の違いが年

齢に依存しておらず，また男性ではコンピューター

利用格差の年齢による違い（若年層の方が大きい）

が縮小傾向にある，という事実と整合的ではない。

�男女間賃金格差の変化：80 年代から 90 年代前半

にかけては同一教育水準で比較しても格差が縮小し

たが，女性の方がコンピューター利用度が高いにも

かかわらず，それ以降は安定している。�白人と黒

人の間の賃金格差の変化：白人が教育水準とコン

ピューター利用で黒人を大きく上回り，しかもこれ

らの格差の縮小ペースが遅いにもかかわらず，80 年

代以降賃金格差は安定あるいは緩やかに縮小してい

る。

４）注２で取り上げた OECD（［2008］Figure 3.2）に

よると，このような傾向は必ずしも主要先進国全て

に共通したものではないが，90 年代後半以降，アメ

リカと同様に分布中位層と低位層との間の格差

（P50/P10）が縮小あるいは安定している国が多い。

５）このような人口構成の変化が residual inequality

を上昇させる理由は，年齢と教育水準が高いほど同

じ属性の労働者間の格差が大きくなる傾向があるた

めである。



ている。教育・賃金水準が高い経営管理・専門・

技術職（Professional, Managerial, Technical），

教育・賃金水準が中程度のホワイトカラー職で

ある事務・販売職（Clerical, Sales），教育・賃金

水準が中程度か低いブルーカラー職である生産

職（Production, Operators），そして教育・賃金

水準が低いサービス職（Services）である
6)
。

1959-2007 年のアメリカにおける４つの職グ

ループの雇用シェアは，一貫して生産職のシェ

アが大きく低下し，経営管理・専門・技術職の

シェアが大きく上昇しているのに対し，事務・

販売職のシェアは 80 年代までは上昇していた

が 90 年代以降低下に転じ，また非常に緩やか

に上昇していたサービス職のシェアが 90 年代

以降大きく上昇している。1992-2008 年の西欧

諸国における 40歳未満の男女別の雇用シェア

の変化もアメリカの 90 年代以降と同様の傾向

を見せている（AA, Figures 16a and 16b）。

このように 90 年代以降は，教育・賃金水準が

中程度の事務・販売職の雇用の成長が低迷する

一方，教育・賃金水準が低いサービス職の雇用

が大きく拡大する，という 80 年代までとは異

なる傾向が観察される。これを分布の真ん中あ

たりでの賃金成長の低迷と併せて考えると，事

務・販売職への需要減とサービス職への需要増

が起きたものと推測できる。

３ タスク・職と賃金の分布への影響に関する

実証研究

3.1 定型化仮説

以上の職と賃金の分布の変化は Autor, Levy,

and Murnane（［2003］以下ALM）によるいわ

ゆる定型化仮説（routinization hypothesis）に

よってうまく説明することができる。この仮説

は，技術進歩による機械化，中でも IT 化が労

働需要に及ぼす影響を，タスク・職レベルから

探ったものである。

彼らは生産のために必要な様々なタスクを，

cognitive/manual（ 認 知 的・肉 体 的 ）と

routine/non-routine（定型化されている・いな

い）の２つの軸によって４つに分類し，non-

routine cognitiveタスクについてはさらに２つ

に分類している。ここで routineタスクとは，

タスクを明確なルールによって記述できるた

め，潜在的に機械に行わせることができるタス

クのことである。具体的には，routine cogni-

tiveタスクは情報を機械に入出力したり計算す

る等単純な情報処理タスク，routine manualタ

スクは単純な繰り返し動作を伴うタスク，non-

routine cognitiveタスクは複雑な情報処理タス

クで，そのうち分析的思考力を要するのが non-

routine analyticタスク，他者との情報のやりと

りや他者への説明や説得など対人コミュニケー

ションが中心となるのが non-routine interac-

tive タスク，そして乗り物の運転など機械に

とって複雑な動作や変化する周辺環境への順応

を伴うのが non-routine manualタスクである。

AA（Table 5a）によれば，経営管理・専門・

技術職では non-routine analyticタスクと non-

routine interactiveタスクの重要性が高く，事

務・販売職では routine cognitiveタスク，生産

職では２つの routineタスク，そしてサービス

職では non-routine manual タスクの比重が高

い。

定型化仮説によれば，このうち技術進歩によ

る機械の価格低下によって機械化されやすいの
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６）専門職は研究者，技術者，教師など，経営管理職

は企業や政府機関の上層部と中間管理職の他，会計

士など経営に関する専門職，技術職はプログラマー，

医師，看護師などである。事務職は事務員の他，秘

書やコンピューターのオペレーターなどを含む。生

産職は機械のオペレーター，組立工，生産・建設関

係の未熟練労働者などの他，運搬関係の職および機

械工・修理工，電気工，肉屋など職人系の職を含む。

サービス職は，介護士，医療補助者，清掃員，家政

婦，警官，警備員，調理師，ウェイター，理髪師・

美容師，案内係などである。



が routineタスクである
7)
。産業革命以降の技

術進歩は routine manualタスクを中心に機械

化を引き起こしてきたが，それが前述の生産職

雇用シェアの一貫した減少に表れている。これ

に加え IT 技術の進歩は routine cognitiveタス

クについても機械化を引き起こし，それが 1990

年代以降の事務・販売職の雇用シェア減少に反

映されている。他方機械化されにくい non-

routineタスクは，生産において routineタスク

と補完的であることから，機械化による

routineタスクの生産性向上によって需要が増

加する。これが non-routine analyticタスクや

non-routine interactiveタスクの重要性が高い

経営管理・専門・技術職の雇用シェアの一貫し

た上昇と，non-routine manualタスクの重要性

が高いサービス職の雇用シェアの特に 90 年代

以降の大きな上昇に表れている
8)
。このように

定型化仮説は 60 年代以降の異なる職種の雇用

シェアの変化，特に 90 年代以降の職分布の二

極化を説明することができる。

また non-routineタスクで重要なスキルを持

つ労働者への相対需要が増加することから，相

対供給の増加が大きくなければ，そのような労

働者の相対賃金が上昇することになる。AA

（Table 5b）によれば，教育水準が高いほど

non-routine analytic タスクや non-routine in-

teractiveタスクの重要な職に就き，また教育水

準が低いほど routine manual タスクや non-

routine manualタスクの重要な職に就く傾向が

あるのに対し，routine cognitiveタスクの重要

性が高い職に就く傾向が強いのは，特に女性の

場合は教育水準が中程度（短大卒・大学中退と

高卒）の労働者である
9)
。したがってアメリカ

の賃金分布変化の年代による違いは，定型化仮

説によって次のように説明できる。80 年代ま

では，IT 技術を含め技術進歩は主に routine

manualタスクで機械化を引き起こしたため，

教育水準が低い労働者ほど需要の減少が大き

く，高学歴労働者の相対供給の伸びが低下した

80 年代には，低学歴層が就く低賃金職ほど賃金

の伸びが小さくなった。これに対し 90 年代以

降は routine cognitiveタスクが IT 化の影響を

大きく受けることになったため，中学歴層が就

く賃金が中レベルの職で賃金の伸びが相対的に

低くなった
10)
。

この定型化仮説は，技術進歩によるスキルか

らのリターンの変化が賃金格差の変化の主要因

であるが，技術進歩の影響がスキルによって異

なるとしている点で，スキル偏向的技術進歩仮

説の修正版と見ることができる。
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７）人間が行っていた non-routineタスクが routine

タスクを行う機械によって代替されることもある。

例えば調理人の行う non-routineタスクを投入して

生産される外食サービスが，機械による routineタ

スクを投入して生産されるインスタント食品や冷凍

食品に代替される場合が，これにあたる。

８）IT 技術を念頭に置いた ALMの議論では，IT 化

により相対需要が上昇するのは情報が重要な投入物

である non-routine analytic タスクや non-routine

interactiveタスクであって，non-routine manualタ

スクへの影響は中立的だとしている。しかし IT 技

術が直接的には non-routine manual タスクの生産

と無関係だとしても，原材料から最終財が生産され

るプロセスの中で routineタスクとの関係が補完的

であれば，non-routine manualタスクへの相対需要

も上昇する。（Non-routine manualタスクが重要な

サービス職と routineタスクが重要な生産職および

事務・販売職とは補完的であると思われる。）また生

産プロセスでは両者の間に関係がない場合も，IT

化による生産性向上は所得を上昇させるため，（最

終需要の大きなシフトがないかぎり）non-routine

manualタスクを投入する最終財への需要を増加さ

せるはずである。

９）男性の場合，短大卒・大学中退以下では学歴によ

る差はほとんどないが，他の職と比較すれば教育水

準が中程度の労働者の割合が高い職といえる。



3.2 タスク・職の分布への影響：Autor,

Levy, and Murnane [2003]

ALMはアメリカのデータを用いて，定型化

仮説，特に IT 化がタスク・職の分布に及ぼす

影響について検証している。まず 1960 年時点

で routineタスクへの労働投入割合の高い産業

（産業数 140）ほど 1997年のコンピューター利

用度が高いことを確認している。これは IT 化

が routineタスクを中心に機械化を引き起こす

とする仮説と整合的である。

次に職レベルのデータに基づいて経済全体に

おける異なるタスクへの労働投入シェアの変化

（1960-1998 年）を調べている（ALM, Figure I,

Table II）。それによると，non-routine analytic

タスクと non-routine interactiveタスクのシェ

アは一貫して上昇しており，特に 80 年代以降

伸びが大きい。これに対し 60 年代には上昇し

ていた routine タスクのシェアが，routine

cognitive タスクは 70 年代以降，routine

manualタスクは 80 年代以降低下しており，特

に routine cognitiveタスクは 80 年代以降大き

く低下している。他方 non-routine manual タ

スクのシェアは一貫して低下しているが，90 年

代以降低下が鈍化している。これらの変化は概

ね定型化仮説と整合的であるが，non-routine

manualタスクシェアの一貫した低下，routine

cognitiveタスクシェアの 70 年代からの低下，

そして特に 70 年代までの routine manualタス

クシェアの上昇については，仮説による解釈は

容易ではない
11)
。

以上の結果に対して，タスクシェアの変化が

機械化ではなく最終需要構成の変化によるもの

ではないか，という批判が考えられる。所得水

準の上昇による最終需要のモノからサービスへ

のシフトによってもタスクシェアの変化をある

程度説明することができる。これについて

ALM（Table II）はタスクの投入シェアの変化

を産業間要因と産業内要因に分解することで相

対的重要性を調べている（産業数 140）。それに

よると，70 年代までは non-routine interactive

タスクを除く全てのタスクシェアの変化におい

て産業間要因が産業内要因と同程度かそれ以上

に重要であるが，80 年代以降は non-routine

manualタスクを除く全てのタスクで産業内要

因の影響の方がはるかに重要である。この結果

は，80 年代以降のタスクシェアの変化に大きく

影響しているのは IT 技術の進歩による各産業

第 185巻 第１号118

10）また Card and DiNardo［2002］がスキル偏向的技

術進歩仮説では説明できないとした事実（注３）の

うち，女性の方がコンピューター利用度が高いにも

かかわらず，90 年代前半以降男女間の賃金格差に縮

小傾向が見られないことについては，定型化仮説に

よる説明が可能である。すなわち女性の方が IT 化

による負の影響を受けやすい routine cognitive タ

スクの重要性が高い事務・販売職で雇用シェアが高

く，正の影響を受けやすい non-routine cognitiveタ

スクの重要性が高い経営管理・専門・技術職で雇用

シェアが低いことが賃金格差に負の影響を及ぼして

おり，これがコンピューター利用の高さと相対教育

水準の縮小あるいは逆転（AA, Figures 3a and 3b）

からの正の影響を相殺している，という解釈ができ

る。

11）用いられている雇用データは異なるが，AA（Table

5a）の職種による異なるタスクの重要性の違いにつ

いての情報と前述の各職種の雇用シェアの変化が，

これらのタスクシェアの変化を解釈する上で参考に

なる。Non-routine manual タスクシェアの一貫し

た低下については，サービス職とともにこのタスク

が重要な生産職のシェア低下を反映している可能性

がある。同様に routine cognitive タスクシェアの

70 年代からの低下についても，事務・販売職に次い

でこのタスクが重要な生産職のシェア低下を反映し

ている可能性がある。他方 70 年代までの routine

manualタスクシェアの上昇は，生産職のシェアが

60 年代以降一貫して低下していることと，他の職で

はこのタスクの重要性が低いことを考えると，解釈

するのが難しい。考えられる可能性としては，デー

タの傾向が雇用データによって異なること，あるい

は生産職内で routine manualタスクの重要性が高

い職へのシフトが起きたこと，が挙げられる。



内での routineタスクの機械化である，という

解釈と整合的である
12,13)
。

さらに ALMはより直接的に IT 化がタスク

シェアの変化を説明する上で重要であることを

示している。70 年代以降は，コンピューター化

の速い産業ほど routineタスクのシェア減少が

大きく，また non-routine cognitive（analytic

and interactive）タスクのシェア増加が大きく，

しかもタスクシェアへの影響が最近になるほど

大きくなっているのに対して，60 年代はそのよ

うな関係が存在しない。またこの傾向は労働者

の教育水準に関わらず見られ，non-routine an-

alyticタスクを除けば産業内タスクシフトの大

部分は同一教育水準内での変化によって説明で

きる。すなわち，コンピューターの導入によっ

て教育水準に関わらず労働者の行うタスクに占

める routine タスクの割合が低下し，non-

routine interactiveタスクの割合が高まってい

る。同様に，コンピューター化の速い職ほど

routine cognitive タスクのシェア減少と non-

routine cognitive タスクのシェア増加が大き

く，しかもこの傾向は職業内での学歴分布の変

化とは無関係である。

以上のように ALMは，IT 技術の進歩によ

る機械化が 80 年代以降のタスクと職の分布の

変化を説明する上で重要であり，しかもその影

響は広範囲にわたり，多くの産業そして教育水

準に関わらず多くの労働者で non-routine

cognitive（analytic and interactive）タスクへ

のシフトが起こったことを説得的に示してい

る。他方 non-routine manual タスクシェアの

一貫した低下，routine cognitiveタスクシェア

の 70 年代からの低下，そして特に 70 年代まで

の routine manualタスクシェアの上昇につい

ては，定型化仮説による解釈は容易でない（た

だし注 10 で詳説したように，routine manual

タスクシェアを除けばこの仮説で説明できる可

能性はある）。

3.3 賃金分布への影響：Firpo, Fortin, and

Lemieux [2011]

ALM では分析されていない機械化と

offshoring（海外への生産拠点の移転あるいは

海外企業への生産委託）の賃金分布変化への影

響を，アメリカの男性労働者について分析して

いるのが，Firpo, Fortin, and Lemieux［2011］

である。彼らの分析は，この分野の殆どの実証

研究とは異なり，ロイモデル（Roy model）を

ベースにしている。ロイモデルの基本的な考え

方は，人々は様々な異なるタイプのスキルを

持っているが，特定のタスク・職で重視される

スキルはその一部であるため，個々のスキルの

生産性とスキルからの報酬がタスク・職によっ

て異なる，というものである。この考え方に基

づき，賃金決定式を線形で表現すると，

w ijt/q jt+∑K
k=1r jktS ik+u ijt, p1�

ここで w ijtは t期における個人 iの職 jでの賃

金の対数値，S ikはスキル kの保有量（時間を

通じて一定），r jktはこのスキルの職 jでの t期

のリターン（１人あたりの価格），q jtはスキル

に依存しない部分，u ijtは誤差項である。

機械化や offshoringはスキルのリターン r jkt

を変化させるが，その大きさは職によって異な

る。例えば routine manual タスクを行う機械

の生産性上昇は，このタスクで重要なスキル（手

先の器用さなど）のリターンを低下させるが，
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12）他方 70 年代までについては，多くの産業に大きな

影響を及ぼす技術進歩がなかったと思われるため，

タスクシェアの変化の主因が（産業特殊的な技術進

歩による）機械化と最終需要のシフトのどちらであ

るかを判断するのは難しい。

13）AA（Table 6）はより長期（1959-2007年）にわ

たって男女を区別した上で，同様の分析を行ってい

る。ただしタスクではなく職データを用いており，

産業区分は粗い（産業数 11）。ALM ほどはっきり

とした傾向ではないが，80 年代以降多くのタスクで

産業内要因の重要性が高くなっている。



リターンの低下はこのタスクが重要な職（生産

職など）で大きくなると考えられる。このよう

にスキル価格の変化は職を構成するタスクの内

容により異なるため，賃金水準や職種内での賃

金格差の変化は職によって異なり，よって職種

間の賃金格差も変化しうる。先の例でいえば，

routine manualタスクが重要な生産職では，リ

ターンの低下により賃金水準だけでなく職種内

の賃金格差も大きく低下するが，他の職では影

響が小さいため，これらの職との賃金格差が拡

大すると考えられる。

そしてタスクの内容によって機械化や

offshoringからの影響が異なるため，職による

賃金変化の違いが職のタスク内容とどのように

関係しているかを調べることで，賃金変化の違

いに影響している要因が何であるかを分析でき

る。例えば賃金変化の違いが職における

routine manualタスクの重要性と強く関係して

いる場合，routine manualタスクを代替する機

械の生産性向上やこのタスクが重要な工程での

offshoringの影響が大きいと判断できる。

実際にはデータの不足から p1�式を直接推定

することができないため，次のようなステップ

で推定を行っている。まず各職 jの賃金分布に

おける各 10 分位点 qにおける賃金の変化率

Dwq
j を基準時点の対数賃金 w

q
j0に回帰させた

Dwq
j/a j+b jw

q
j0+lq

+eq
j p2�

を推定する。ここで lqは観察できないスキル

のリターンの変化，eq
j は誤差項である。a jと

b jはスキルのリターンの変化 Dr jkと関係して

おり（b j>0のときリターンは上昇），a jはスキ

ルと無関係の賃金決定要因の変化 Dq jtも含ん

でいる。

次にこの a jと b jの推定値を職のタスク内容

を表した５つの変数に回帰することでタスク内

容と賃金変化との関係を調べている。５つの変

数は“information content”（情報処理作業やコ

ンピューター使用の程度），“automation”（自

動化の容易さ），“face-to-face”（直接的な人的接

触の重要性），“on-site job”（現場にいることの

重要性），“decision-making”（意思決定の重要

性）である。ALMや AAと異なる分類である

が，タスク内容と職種による値の違いから判断

して，“ information content”は“ routine

cognitive”と“non-routine analytic”の要素を，

また“automation”は両 routine変数の要素を

含んでおり，いずれも機械化や offshoringの容

易さと正の関係にあると思われるが，機械化と

の関係がより強いと見なし，これらの変数をま

とめて“Technology”と呼んでいる。他方

“decision-making”は“non-routine interac-

tive”，“on-site job”は“non-routine manual”に

近い変数であり，これらと“face-to-face”は機

械化や offshoringの容易さと負の関係にあると

思われるが，特に offshoringの容易さと関係が

強いとし，まとめて“Offshorability”と呼んで

いる。

Firpo, Fortin, and Lemieux［2011］は，以上

のモデルを職と賃金の分布の二極化が見られた

90 年代について推定し，p2�式が職種内賃金分

布の変化に非常によくフィットするだけでな

く，５つのタスク変数が変化のかなりの部分を

説明できることを示している。さらにタスク内

容とスキルのリターンの変化との関係も概ね定

型化仮説と整合的である（また offshoringの影

響についても概ね妥当である）。特に“auto-

mation”と a j, b jとの関係は負であり，機械化

や offshoringの影響によってこのタスクで重要

なスキルのリターンが低下したと解釈できる。

また“face-to-face”と“decision-making”では

逆に正の関係が見られ，これらのタスクで重視

されるスキルのリターンが上昇したと理解でき

る
14)
。

論文の後半では，70 年代後半以降の賃金分布

の変化を recentered influence function（RIF）

regressionと呼ばれる手法を用いて，教育水準，
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就業年数，労働組合加入，５つのタスク変数な

どの説明要因に分解し，それぞれの要因の重要

性を分析している。具体的には賃金分布の変化

を説明要因の分布の変化による部分（composi-

tion effect）と所与の説明要因分布のもとでの

賃金分布の変化（wage structure effect）とに

分解し，それぞれにおける各説明要因の貢献度

を求めている。

分析の結果は次のように要約できる。Com-

position effect，特に組合組織率の低下は，70 年

代後半から 90 年代の賃金格差拡大を説明する

上で重要であるが，90 年代の賃金分布二極化を

説明することはできない。他方 wage struc-

ture effectにおいては，教育のリターンの上昇

が常に（特に分布の上半分において）格差拡大

の重要な要因となっているのに対し，その他の

要因の重要性は年代によって異なる。“Tech-

nology”は 90 年代までの格差拡大の重要な要

因であるが，2000 年代では重要性は低い。他方

“Offshorability”の影響は 80 年代までは小さ

かったが，その後，特に 2000 年代では大きい。

また賃金分布二極化を説明する上で，90 年代は

“Technology”と“Offshorability”，2000 年代

は“Offshorability”が重要である。2000 年代に

ついては，機械化の影響を捉えているとされる

“Technology”ではなく，offshoringの影響を

捉えているとされる“Offshorability”が重要で

ある，という定型化仮説とは異なる結果である。

また前項で教育水準が同じ労働者間の格差

（residual inequality）拡大についてふれたが，

タスク変数を考慮すると結果が大きく変化する

ことを指摘している。すなわち 80 年代におけ

る residual inequalityの変化はほぼ０で，90 年

代以降ではむしろ縮小している。

Firpo, Fortin, and Lemieux［2011］は，タス

ク・職レベルのデータに基づいて，機械化（と

offshoring）の賃金分布変化への影響を長期に

わたって分析した初めての研究である
15)
。特に

様々な要因の相対的重要性を定量的に分析する

ための厳密な手法を提示している点が重要であ

り，今後このような厳密な手法に基づく研究が

広がることが期待される。

しかしながら，異なる要因の相対的重要性に

大きく影響するタスク変数の選択や解釈にはい

くつかの問題がある。タスク変数は“Technol-

ogy”と“Offshorability”に分類されているが，

実際には“Technology”に含まれる変数，特に

“information content”は，offshoring の容易

さとも強く関係しており，また逆に“Offshor-

ability”に含まれる変数，特に“decision-making”

は，機械化の難しさとも強く関係していると思

われる。このため“Technology”と“Offshor-

ability”がそれぞれ機械化と offshoringの影響

を捉えているという解釈はやや恣意的である。

両者の影響の相対的重要性，特に 2000 年代で

は機械化の重要性が低いという結果は，この恣

意的な解釈に依存していると考えられる。また

non-routine analyticalタスクを強く反映した変

数が含まれていないため，ALMの指摘した IT
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14）他方機械化や offshoringがなされにくいはずの

“on-site job”では関係が負になっており，仮説と

整合的ではない。また“information content”では

関係は概ね正であるが（ただし推定式に他のタスク

変数を含めると有意でなくなる），前述のように

“routine cognitive”と“non-routine analytic”の要

素を含んだ変数であるため，結果の評価は難しい。

15）ただし 1999-2006 年という短期間については，

Antonczyk, Fitzenberger, and Leuschner［2009］が

ドイツについて異なる手法（Blinder―Oaxaca de-

composition）を用いて分析している。分析結果に

よれば，この期間賃金不平等が拡大しているが，タ

スク変数の分布の変化（composition effect）は不平

等を縮小させる方向に働き，またタスク変数のリ

ターンの変化（wage structure effect）は分布の上

半分（下半分）では不平等を縮小（拡大）させる方

向に働いている。この結果は定型化仮説と整合的で

はない。またグラフなどに基づく非常に大まかな分

析は，以前から Goos and Manning［2003］などに

よって行われている。



化の non-routine analytical タスクへの正の影

響が教育からのリターン上昇に反映され，機械

化の影響が過小評価されている可能性がある。

さらに“automation”は両 routineタスクの要

素を含むため，IT 化と従来の機械化の影響が

区別されていない。

3.4 アメリカ以外の先進国についての研究

アメリカ以外の先進国についての研究も増加

している。Goos, Manning, and Salomons

［2010］は，EU16か国における 90 年代以降の

職分布の二極化を確認した上で，職の雇用シェ

ア変化の賃金分布上位と中位（下位と中位）と

の間の違いが国によって異なる要因として機械

化（論文では技術進歩）や offshoringがどれだ

け重要であるかを調べている
16)
。具体的には，

シンプルなモデルから導出される，雇用の産業

内シフトを捉える産業内の様々な職に対する需

要関数と産業間シフトを捉える異なる産業の財

への相対需要関数を推定し，推定式をもとに２

つの要因の重要度を簡単なシミュレーションに

基づいて求めている
17)
。

職に対する需要関数の推定結果は定型化仮説

と整合的であり，routineタスクの重要性が高

いほど需要の成長が小さく，abstract タスク

（non-routine cognitive［analytic and interac-

tive］タスクに相当）の重要性が高いほど需要

の成長が大きい。（またいくつかの定式化では

serviceタスク［non-routine interactiveタスク

と non-routine manual タスクの要素を含む変

数］についても abstractタスクと同様の結果で

ある。）異なる産業の財への相対需要関数の推

定結果によると，所得上昇によって製造業から

高賃金のサービス業（金融業，不動産，ビジネ

スサービスなど）へ最終需要がシフトするが，

サービス職の労働者の多くが雇用されている低

賃金サービス業へのシフトは見られず，ALM

同様（特に低賃金職において）産業内シフトが

重要であることを示している。２つの要因の重

要度については，機械化が雇用シェアの変化の

４割前後を説明し最も重要であるが，offshor-

ingもある程度重要であることを明らかにして

いる
18)
。

タスク・職データに基づく分析ではないが，

Michaels, Natraj, and Van Reenen［2011］は，

1980-2004年の日米欧 11ヶ国について，IT 化

の速い産業ほど高学歴層（大卒以上）と中学歴

層（高卒と短大卒）の間の相対労働供給量と相

対賃金が高くなる一方，中学歴層と低学歴層（高

卒未満）の間の相対値については有意な関係が

見られないことを示している。この結果は，IT

化が高学歴層が多い non-routine cognitiveタス

クの重要度の高い職への相対需要を増加させ，

中学歴層が多い routine cognitive タスクの重

要度の高い職への相対需要を減少させるという

定型化仮説と整合的であるが，中学歴層と低学
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16）タスクシェアの変化に関しては，Goos and Man-

ning［2003］が 1975-1999 年のイギリスについて，

また Spitz-Oener［2006］が 1979-1998 年の西ドイ

ツについて ALMと同様の手法を用いて分析してお

り，定型化仮説と概ね整合的な結果を得ている。（た

だし Goos and Manning［2003］はコンピューター

化の影響については分析していない。）また賃金分

布の変化については，注 15 で説明したように，

Antonczyk, Fitzenberger, and Leuschner［2009］に

よるドイツの分析がある。

17）ただし ALMのように直接コンピューターなどの

機械導入による影響を測っている訳ではない。産業

内の各職に対する需要関数の推定式において，タイ

ムトレンドと職における routineタスク，abstract

タスク，serviceタスクの重要度との交差項の係数

に基づいて間接的に調べている。例えば routineタ

スクの交差項の係数が負で有意であれば，routine

タスクの重要な職ほど需要関数の下方シフト圧力が

大きいが，これを機械化の影響と解釈している。

18）ただしシミュレーションでは，最終需要のシフト

がないこと，相対賃金に変化がないこと，タスクレ

ベルでの機械化と offshoringの影響が全ての国で等

しいこと，を仮定している。



歴層との間の結果については推定式が単純であ

ることもあり解釈が難しい。

日本におけるタスクシェアの変化について

は，Ikenaga and Kambayashi（［2010］Figure

1）が ALMと同様の手法を用いて調べている

（1960-2005 年）。結果はアメリカと異なる部

分が多い。アメリカと異なり 60 年代以降一貫

して routineタスクのシェアが低下しており，

しかも 70 年代までの方が低下幅が大きい。特

に IT 化の影響が見られるはずの 80 年代以降

で routine cognitive シェアの減少が非常に小

さい。またアメリカとは逆に non-routine

manualタスクのシェアが一貫して上昇してい

る。Non-routine cognitive（ analytic and in-

teractive）タスクのシェアについては，アメリ

カ同様ほぼ一貫して上昇しているが，IT 化の

影響が見られるはずの 80 年代以降の方が上昇

幅は小さい（特に non-routine analytic タス

ク）
19)
。

Routineタスクシェアの一貫した低下と non-

routine manualタスクシェアの一貫した上昇と

いう傾向は，routine cognitiveタスクシェアの

変化を除けば，アメリカよりも定型化仮説と整

合的であるが，ALMが強調した IT 化の影響

がシェアの変化にあまり反映されていない。日

米の違いに関して，Ikenaga and Kambayashi

［2010］は 1960 年時点での産業構造の違いが

以降の構造変化に影響を及ぼしているのではな

いかという推測のもと，一次産業を除いたデー

タでも分析しているが，routine manualタスク

と non-routine manual タスクのシェアの変化

は小さくなるものの，定性的結果に変化はない。

さらに所与の職で重要とされるタスクが両国で

異なる可能性を考え，アメリカでのタスク評価

を用いてタスクシェアの変化を再計算している

が，routine cognitiveタスク以外で変化が大き

くなるものの，傾向は変わらない。ただしタス

クシェアの変化の大きい職に注目すると，日米

どちらの評価を用いるかによって変化の大きさ

だけでなく方向も変わることが多く，職レベル

ではタスク評価の違いが定性的にも結果に影響

することを明らかにしている
20)
。

3.5 評価

以上取り上げた様々な研究の分析結果は，機

械化，中でも IT化が，先進国における 80 年代

以降のタスク・職の分布の変化，および 80-90

年代のアメリカにおける賃金分布の変化，特に

90 年代における分布の二極化，を説明する上で

重要である，と要約できるであろう。概ね定型

化仮説と整合的な結果であるといえる。ただし

細部については，定型化仮説ではうまく説明で

きない結果も少なからず存在する。

これまでの研究には問題点や課題も多く，こ

れらを解決することが研究を進展させるために

必要である。第一に，用いられるタスク変数の

種類が研究によって異なり，しかも変数の選択

基準が明確でないことが多い。変数の種類が異

なる理由の１つは分析の範囲が論文によって異

なることにある。例えばALMでは機械化の影

響のみを分析しているのに対し，Firpo, Fortin,

and Lemieux［2011］では offshoringの影響も

分析しているため，機械化の影響をより少数の

変数で捉えようとしている。しかし ALMでは
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19）1979-1998 年の西ドイツにおけるタスクシェアの

変化を分析した Spitz-Oener（［2006］Table 3, Fi-

gure 1）も non-routine manualタスクのシェアがほ

ぼ一貫して上昇したという結果を得ている。

20）アメリカとのもう一つの大きな違いはタスクシェ

アの変化が小さいことである（アメリカのタスク評

価を用いた場合でも相対的に変化は小さい）。この

点について Ikenaga and Kambayashi［2010］は，日

本では雇用シェアの増加した職（サービス職，販売

職，専門職など）と減少した職（特に一次産業，軽

工業・金属工業の生産職）との間のタスク構成の違

いが平均的には小さく，タスクシェアの変化につい

ても同様であることを指摘している。



変数の選択が定型化仮説に厳密に基づいている

のに対し，Firpo, Fortin, and Lemieux［2011］

では選択基準がそれほど明確ではないため，

個々のタスク変数で捉えようとしている要因が

何であるのか判然としない。そのため結果の解

釈も恣意性を残したものとなり，前述のように

重要な結果のいくつかは変数の選択および解釈

に大きく依存している可能性がある。分析手法

やデータだけでなく，変数選択の際にも注意を

払うことが必要である。

第二に，同じタスクを表した変数であっても

その内容が研究によって異なる。その理由はタ

スク変数の作成にかなりの自由度が存在するた

めである。例えばALMは，約 450 の職につい

て様々なスキルの重要度をリストした資料（ア

メリカ労働省による Dictionary of Occupational

Titles［DOT］）をもとに，多くのスキルの中か

ら５種類のタスクで重要なスキルをよく反映し

ていると思われる少数のスキルを選択し，これ

らを用いてそれぞれの職での５つのタスクの重

要度を測定しているが，スキルの選択には主観

的判断が入る余地が大いにある
21)
。ALMは複

数のタスク変数候補から主成分分析によって合

成変数を作成し，この合成変数を用いてタスク

シェアの変化とコンピューター利用の変化との

関係についての分析の頑健性を検証している。

結果は大きくは変化しないが，いくつかの変数

の特定の年代における有意性には影響があっ

た。他方ドイツについては，職で行ったタスク

を労働者に直接尋ねたサーベイが存在するた

め，信頼性の高いタスク変数を作成できる

（Spitz-Oener［2006］）。タスク変数の作成方

法を改善するとともに，信頼性の高いタスク変

数を利用できるドイツなどについての研究を進

展させることが重要であろう
22)
。

第三に，Firpo, Fortin, and Lemieux［2011］

を除けば，厳密な手法に基づいて機械化以外の

影響を考慮した分析がなされていない。Firpo,

Fortin, and Lemieux［2011］は，アメリカの賃

金分布の変化に影響する異なる要因の相対的重

要性は，時代によって，あるいは分布上部と下

部とで異なることを明らかにしているが，同様

のことがタスクの分布やアメリカ以外について

もいえるであろう。また ALMと Ikenaga and

Kambayashi［2010］から，日米でタスクシェア

の変化の傾向が大きく異なり，両国とも定型化

仮説と整合的でない部分があることが明らかに

なったが，異なる要因を考慮することで，この

ようなタスクシェアの動きを理解できる可能性

がある。実際 Ikenaga and Kambayashi［2010］

はいくつかの要因についてシンプルな手法に基

づいて検討しているが，より厳密な手法による

分析が求められる。説明要因として Firpo,

Fortin, and Lemieux［2011］は，機械化の他，

多くの研究で検討されてきた教育，就業経験，

組合組織率，offshoringを含めているが，最終

需要のシフトも考慮すべきであろう。この他，

国特有の重要な要因が存在する可能性もある。

例えば Philippon and Reshef［2010］は，1980

年代以降のアメリカの賃金格差拡大に大きく影

響した金融業の大幅な賃金上昇が，IT 化では

なく金融業に対する規制緩和と密接な関係があ

ることを明らかにしている
23)
。

最後に，これらの研究は機械化の中でも IT

化を中心に分析しているか，あるいは IT 化と

それ以外の機械化を区別していない。IT 化が

分析の中心となっている理由は，言うまでもな

く 80 年代以降のタスク・職と賃金の分布の変
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21）アメリカの研究では通常 DOTとその後継版であ

る Occupational Information Network（O
＊
NET）が

用いられる。

22）ドイツのデータのもう一つの利点は，職種内での

タスク構成の変化を観察できることである。実際，

次項のミクロレベルの研究は，IT 化の影響により

タスク構成が変化する場合があることを明らかにし

ている。これに対し，DOT などでは，変数の作成

方法上職種内のタスク構成は一定となってしまう。



化を説明する上で最も重要な機械化だと考えら

れているからである。しかし定型化仮説の考え

方自体は一般の機械化にもあてはまるものであ

り，より長期にわたってこれらの分布の変化の

要因を探るためには，IT 化以外の機械化の影

響を調べることが必要である。ALMは，タス

クシェアの変化をコンピューター関連投資（１

人あたりの対数値）とともに資本労働比率（対

数値）に回帰させ，前者については前述のよう

に有意であったが，後者については routine

manual タスクを除けば有意でないことから

（資本労働比率ではなく資本投資を用いた場合

は全てのタスクで非有意），一般的な資本投資

はタスクシェアの変化に殆ど影響しないであろ

う，としている。しかしこのような結果になっ

たのは，コンピューター投資と比べ投資内容が

多様であり，タスクシェアへの影響が投資に

よって大きく異なるためである可能性も大き

い。より厳密な分析が求められる。

４ IT 化の影響に関するミクロレベルの実証

研究

以上のマクロレベルの分析とともに，生産現

場やオフィスにおいて，IT 化が異なるスキル

を持つ労働者の需要，職のタスク構成，生産方

式，人的資源管理などに及ぼす影響を分析した

ミクロレベルの実証研究も 2000 年代以降増加

している。

中馬［2002］は日本の製造業（主に半導体産

業）の生産現場に関するケーススタディをベー

スに，生産現場における労働需要の二極化の要

因について考察している
24)
。中馬によれば，現

場労働者の熟練技能はカン・コツ（匠的熟練）

と生産現場で発生するトラブルへの対処（問題

発見・解決型熟練）の２つに大別できるが，技

術進歩とともに匠的熟練の機械（と未熟練労働）

による代替が進行し，問題発見・解決型熟練技

能を持つ労働者と未熟練労働者への需要が増加

したという。このような傾向は IT 技術の導入

以前から見られるが，IT化によって強まった。

特に生産現場で発生する既知のトラブルのデー

タベース化によって，低いレベルの問題発見・

解決型熟練も機械（と未熟練労働）で代替され

るようになる一方，未知のトラブルに対処する

高いレベルの問題発見・解決型熟練の重要性は

上昇している。また製品と製造技術の高度化・

複合化・微細化により，解決すべき問題の難度

と必要な知識・能力のレベルが上昇し，より多

くの問題発見・解決タスクを現場労働者ではな

く技術者・開発者が担うようになっている。さ

らに情報共有コスト低下により，開発期間の短

縮が企業内外での情報共有と調整によって可能

になったことから，量産段階以前での現場労働

者による提案が重要となっており，このことも
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23）Philippon and Reshef［2010］は，アメリカの金融

業における労働者の教育水準，賃金水準，仕事の複

雑さが 20世紀の間どのように変化したかを分析し，

それらの変数の他産業との相対値が U 字型のパ

ターンを示していることを見いだした。（1933年ま

では高水準であったが，それ以降 80 年頃まで低下，

その後大きく上昇し 30 年代の水準を回復。）さらに

1980 年代以降の金融業における大幅な賃金上昇が

70 年以降の経済全体の賃金不平等拡大の 15％から

25％を説明することを示している。そしてこのよう

な金融業の変化は，規制緩和と密接に関係している

一方，IT 化の直接的影響は小さいことを明らかに

している。（相対賃金についてはコーポレート・ファ

イナンス活動の活発化［IPOの増加と信用リスクの

上昇］の影響も指摘している。）ただし IT化が他産

業での創造的破壊を引き起こし，それによる IPO

の増加などが，金融業の相対賃金に間接的に影響し

た可能性は否定していない。

24）労働需要の二極化が主題ではないが，日本の自動

車産業のケーススタディである小池，中馬，太田

［2001］も一部の点について同様の指摘を行ってい

る。



問題発見・解決型熟練への需要を高める要因と

なっているという。

中馬［2002］の考察は生産現場の観察とイン

タビューに基づいたものであるが，計量分析も

アメリカを中心に行われている。アメリカのバ

ルブ製造業の生産現場に関するケーススタディ

である Bartel, Ichniowski, and Shaw［2007］は，

５つの工場で収集したデータをもとに，IT 技

術が生産性，カスタム生産の程度，スキルの重

要性，労働者の構成，人的資源管理に及ぼす影

響を分析している。検討された IT 技術は，⑴

特定の機能の生産性が高いだけでなく多くの機

能を行えるより高度なコンピューター数値制御

（CNC）工作機械，⑵コンピューターによって

複数の CNC を同時に連携させ，異なる CNC

へのタスク配分を効率化できる FMS（フレキ

シブル生産システム），⑶検査工程を機械化す

るセンサー，⑷設計時間の短縮だけでなくカス

タム製品の設計を容易にする 3D-CAD（コン

ピューター支援設計），である。計量分析によ

り，より高度な CNC，FMS，センサーの導入は

当該生産工程を効率化すること，また 3D-CAD

と CNCの導入はカスタム生産を促進するが，

FMSの導入は逆に働くことを見出している。

さらにより高度な CNCの導入によって，機械

のオペレーターに求められるスキル（コン

ピューターに関する能力，問題解決能力，技術

的知識）の上昇，（よりスキルの高い）新型

CNCのオペレーターの増加とその他の生産労

働者の減少，技能訓練，チーム生産，現場での

情報共有の増加，が見られる一方，他の IT 技

術は（FMSが数理能力の重要性を高めること

を除けば）これらに影響しないことを明らかに

している。

CNCに関する結果のうち，必要となるスキ

ルの上昇，スキルの高い労働者への需要増，お

よび情報共有の増加は中馬［2002］の結果と共

通しており，これらの変化が特定の産業のみで

観察されるものではないことを示している。他

方その他の IT 技術の導入はこれらや技能訓練

などを変化させておらず，IT技術の種類によっ

て影響が定性的にも異なることを示唆してい

る。

非製造業への影響を分析した研究としては，

アメリカのある大手銀行における小切手処理業

務に関するケーススタディである Autor, Levy,

and Murnane［2002］がある。デジタル画像処

理システムの導入によって，小切手に記載され

た情報を機械で読み取り記録し，記録された情

報を多くの労働者が同時に利用することが可能

となった。このシステムの導入が，通常処理と

例外処理を担当する２つの部署において，職の

タスク構成，異なるスキルを持つ労働者への需

要と賃金，生産性等に及ぼした影響を，インタ

ビューと賃金や生産性のデータに基づいて分析

している。

その結果，２つの部署で影響が大きく異なる

ことが明らかになった。通常処理を担当する部

署では，人間が行っていたタスクの一部が機械

化されるとともに，職務が細分化され，労働者

の行うタスクの範囲が狭まり，賃金は担当する

タスクに必要なスキルの希少性に依存するよう

になった。これに対し例外処理を担当する部署

では，ルーティンワークが機械化されるととも

に，職務の統合が進み，労働者の行うタスクの

範囲は拡大し，求められるスキルの水準が高

まった。ただしこの銀行と同様に新システムを

導入したいくつかの銀行では例外処理業務での

職務の統合が見られないことから，機械化の難

しいタスクにおける職務のデザインについては

経営者の裁量の余地が大きいと推測している。

さらに例外処理業務における生産性の上昇のう

ち 2/3は職務の再編によるものであり，システ

ムの導入に起因する部分は 1/3と，職務のデザ

インが生産性に及ぼす影響が大きいことを明ら

かにしている。

これらの研究は IT 技術の導入によるスキル

の高い労働者への需要増などが特定の産業に限
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られないことを示している。しかしその影響は

IT 技術の種類（Bartel, Ichniowski, and Shaw

［2007］）や業務（Autor, Levy, and Murnane

［2002］）によって大きく異なる場合があり，後

者については職のタスク構成（特に労働者の特

化の程度）の変化の違いが関係していると考え

られる。前述のように Firpo, Fortin, and

Lemieux［2011］は 2000 年代については機械化

の賃金分布への影響が小さいことを示した。こ

の結果はタスク変数の選択と解釈に大きく依存

していると思われるが，大きく進歩した IT 技

術の種類や IT 化から強い影響を受けた業務が

以前と異なることによる可能性もある。このよ

うにマクロレベルの研究結果を解釈する上でも

ミクロレベルの研究の進展が重要である。IT

技術のどのような側面がいかなるメカニズムで

影響を及ぼしているかを明らかにするために

は，より多くの国・産業で様々な IT 技術の影

響を分析することが必要である。その際中馬

［2002］によるスキル需要の二極分化のメカニ

ズムに関する興味深い仮説などが参考になるで

あろう。

Ⅲ マクロ経済と労働市場への影響に関

する理論研究

前節では，機械化，特に IT化がタスク・職と

賃金の分布に及ぼす影響を分析したマクロ的実

証研究と，生産現場やオフィスでの労働需要，

生産方法，職のタスク構成などへの影響を分析

したミクロ的実証研究を取り上げた。

本節では機械化のマクロ経済と労働市場への

影響に関する最近の理論研究を概観する。古く

はリカードが『経済学および課税の原理』第３

版で機械化の賃金や産出量への影響を分析して

いるが（その現代的解釈としては例えば

Samuelson［1988］），現代のマクロ経済学での

関心は低い。しかしながら 2000 年代以降経済

成長理論を中心に研究の進展が見られるように

なった。以下では機械化と経済成長の関係を分

析した研究と機械化が仕事・タスクと賃金の分

布に及ぼす影響を分析した研究を紹介する。前

者の主な関心は，機械化を通じて経済が成長す

るモデルにおいて持続的成長が可能であるか，

またモデルの挙動が経済成長に関する諸事実と

整合的であるか，の２点である。後者の研究は，

テーマ的には前節の実証研究と，また理論面で

は経済成長に関する研究と関係している。

１ 機械化と経済成長

スタンダードな経済成長モデルでは，技術進

歩を規模に関して収穫一定のマクロ生産関数

Y/F pK, AL�（Y：産出量，K：資本ストック，

L：労働，A：技術水準）における Aの上昇とし

て捉える。すなわち労働増大的（ハロッド中立

的）技術進歩を仮定する。その理由はこの定式

化が戦後アメリカの経済成長に関するいわゆる

Kaldor facts―経済成長率，資本産出比率，利子

率，そして要素所得の GDPに占めるシェアが

時間を通じてほぼ一定―と整合的であるためで

ある
25)
。

しかし労働増大的技術進歩は労働が機械に

よって代替される機械化を引き起こさない。先

ほどの生産関数の特殊ケースであるレオンチェ

フ型関数 Y/min �K, AL�を例にとると，資本と

労働が完全補完的であり K/ALが成立するこ

とから，Aの上昇は所与の量の財を生産するの

に必要な労働投入量を減少させるが，資本投入

量には影響しない。技術進歩は労働節約的であ

るが資本使用的ではない。
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25）正確に言えば，モデルが有限期において均斉成長

状態にある，つまり Kaldor factsを満たすとき，マ

クロ生産関数はこのような形で表現できなければな

らない，すなわち技術進歩は労働増大的でなければ

ならない（Acemoglu［2009］pp. 59-64）。ただし均

斉成長状態に到達する前や漸近的に均斉成長状態に

達する場合については異なるタイプの技術進歩を排

除していない。



機械化を引き起こす技術進歩は労働節約的か

つ資本使用的，例えばレオンチェフ型生産関数

Y/min �AKK, ALAL�において，ALが上昇する

とともに AKが低下する技術進歩，でなければ

ならない。問題は，いかにすればこのような技

術進歩を経済成長に関する諸事実と整合的にモ

デルに導入できるか，である。

1.1 技術進歩による機械化：Givon [2006],

Peretto and Seater [2008]

これに対する１つの解答を示唆したのが

Givon［2006］である。Givonは CES（constant

elasticity of substitution ）型 生 産 関 数

Y t/�m tplL t�
r
+p1,m t�pmK t�

r�1/rにおいて，技

術進歩を労働のウェイト m t� p0, 1�の一定率

gmでの外生的減少として表した（標準的モデ

ルでの技術進歩は lの上昇）。このような技術

進歩は明らかに労働節約的かつ資本使用的であ

り，機械化を引き起こす。またいくつかの実証

研究を根拠に，r�p,y, 0�，つまり資本と労働

の代替弾力性が 1/p1,r��p0, 1�を満たすと仮

定した。このとき漸近的には pm t�0�，技術進

歩はスタンダードなモデル同様労働増大的とな

り，Kaldor factsと整合的である。このことは，

先の生産関数で ALt≡m
1/r
t , AKt≡p1,m t�

1/rと

おくと，Y t/�plALtL t�
r
+pmAKtK t�

r�1/rと表わさ

れ，r�p,y, 0�より ALtは一定率
1

r
gmで増加

し，AKtは,
1

r
gm

m t

1,m t

の率で減少し，m t�0

のとき AKt�1となることからわかる。

Givonは技術進歩をこのような形で定式化す

ることに対する正当化も与えている。資本と労

働の代替弾力性が低い場合，所与の労働のもと

で資本のみが成長し続けることが可能であった

としても，資本の限界生産性が 0に収束するだ

けでなく，産出量の成長も止まってしまう

（K t�+yのとき Y t�m
1/r
t lL t）。時間を通じ

て一定の労働が経済成長の足枷となっているわ

けである。このとき足枷となっている労働の影

響を弱める技術進歩には，産出量と資本の限界

生産性を高め，資本蓄積そして経済成長を促進

する，という意味で合理性がある
26)
。

m tが 0に接近した状態はアメリカのような

先進国の状況を表していると見ることができる

が，m tが 0から離れた状態に相当する途上国

においても，要素所得のシェアの変化が小さい

ことを Gollin［2002］などの実証研究が示して

いる。技術進歩が資本所得の産出量に占める

シェアに及ぼす影響を考えてみると，労働の

ウェイト低下（資本のウェイト上昇）は直接的

にはシェアを上昇させる一方，資本蓄積の促進

を通じて，間接的には（代替弾力性が低いため

に）労働の限界生産性を高めシェアを低下させ

る。したがって m tが 0から離れた状態でも

シェアの変化が小さくなりうる。これに対して

スタンダードなモデルでは後者の影響のみが作

用するため，低い代替弾力性を仮定する限り，

実証結果とは異なり経済発展とともにシェアが

低下してしまう。

以上のように，Givon［2006］は機械化をもた

らす技術進歩を生産関数における労働のウェイ

トの低下として定式化し，それが長期的には労

働増大的技術進歩に収束するために Kaldor

factsと整合的であり，また移行過程において

も現実経済同様要素所得シェアの変化が小さく

なりうることを示した。ただし移行過程が分析

されていないため，移行過程でのモデルの挙動

が現実的であるのか，例えば現実的なパラメ

ターのもとで要素所得シェアの変化が小さくな

るのか，については検討されていない。

これに対し Peretto and Seater［2008］は，
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26）資本の限界生産性を m tについて微分すると

mr
K

r-1
t �m tplL t�

r
+p1,m t�pmK t�

r�1/r-2

#�,
1,m t

r
pmK t�

r
+�

1,m t

r
−1�plL t�

r	
である。上式の最後の括弧の第１項は正，第２項は

負であるが，K tが大きい場合は全体が負となる。



Givon流の技術進歩を内生化した上で移行過程

を分析している
27)
。経済には最終財部門と中間

財部門が存在し，完全競争的な最終財部門は

CES 型生産関数（代替の弾力性＞ 1）を用いて

同質的な測度１の中間財から最終財を生産する

一方，独占的競争下にある中間財部門の企業は，

資本と労働（一定）から中間財を生産し，資本

への投資を行い，新技術を修得する。生産関数

はコブ・ダグラス型 X t/AK
a

tL
1-a

t （X t：中間財

生産量）で，企業は現在利用可能な技術

a��0, amax�からベストな技術を選択する。複

数の技術を選択できるため，K t/L tが非常に低

い場合は資本を用いない原始的な技術（a/0），

非常に高い（K t/L tの閾値は aの増加関数）場

合は最も資本集約的な技術（a/amax）を用い，

それ以外では両技術を併用する。技術の上限

amax��0, 1�は最終財を新技術の修得に費やす

ことで上昇する。なお Givon［2006］と異なり

中間財生産関数はよりシンプルなコブ・ダグラ

ス型であるが，これは土地などの自然資本を除

外した物的資本所得の GDPシェアが所得水準

と独立ではなく正の関係にあるとする Caselli

and Feyrer［2007］の実証結果に基づいている

（代替弾力性が低い生産関数を用いるとシェア

が上昇しない可能性がある）。貯蓄率は簡単化

のために一定としている。

モデル経済は時間とともに次のように変化し

ていく。貯蓄率が高い場合，当初は労働を唯一

の生産要素とする原始的な生産技術（a/0）の

みが用いられるが，新技術修得への支出を通し

て資本を用いる技術が利用可能になり，ある時

点以降はその時点で最も資本集約的な技術

（a/amax）が原始的技術とともに使用される。

（一時的には a/amaxのみが用いられること

があるが，長期的には両技術が併用される。）先

進技術の資本集約度は時間とともに上昇し，そ

れによる資本の限界生産性の増加が資本蓄積を

促進する。また資本集約度の上昇は資本所得の

GDPシェアを上昇させる。漸近的には amaxと

資本所得のシェアが１となり，均斉成長状態に

達する，つまり（要素所得シェアは非現実的だ

が）Kaldor factsが満たされる
28)
。他方貯蓄率

が低い場合は，amaxの上昇が途中で止まり経済

成長は持続しない。

このように Peretto and Seater［2008］は，企

業が機械化を引き起こす技術を修得する動機を

持ち，それによる資本集約度の上昇が資本蓄積

を促進し，貯蓄率が十分高い場合には経済が最

終的に均斉成長状態に達することを示した。経

済成長が持続する理由は，⑴原始的な技術が用

いられるため，賃金が A に固定され所与の

amaxでの資本の限界生産性が一定となること

（資本蓄積により資本の限界生産性が低下しな

い），および⑵労働のみを用いる原始的技術が

併用されるため，資本を用いる「工場」の資本

労働比率が高く，新技術修得の限界生産性が正

になること，である
29)
。企業が１つの技術しか

使用できなければ，経済の資本労働比率が低い

ときの新技術修得の限界生産性が負となるた

め，a/0のままで経済は成長しない。

1.2 要素価格変化による機械化：Zeira

［2006］

以上の研究は技術進歩に起因する機械化を分

析しているのに対し，Zeira［2006］は所与の技

術のもとでの資本蓄積に伴う要素価格の変化と
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28）企業は原始的技術を併用するため，中間財生産関

数は X t/ApK t+L t�に収束する。

29）⑴のみでは成長は持続しない。なぜなら資本ス

トックの増加だけでは K t/L tの上昇によっていずれ

最も資本集約的な技術のみが用いられるようにな

り，資本の限界生産性が０に収束するからである。

27）Givon［2006］も論文の後半で R&Dにより内生的

に技術進歩が起こるモデルの均斉成長状態を分析し

ている。ただし簡単化のため R&Dプロセスは誘導

系関数でモデル化されている。



機械化の相互作用を分析している
30)
。経済は最

終財部門と中間財部門からなり，前者では測度

１の中間財からコブ・ダグラス型関数

logY t/logA+E
1

0

logx tpi�di（x tpi�：中間財 iの

生産量）によって最終財が生産される。中間財

の生産には２種類の生産技術，労働と少量の資

本ストック（「道具」）を用いる技術と資本ストッ

ク（「機械」）のみを用いる技術が利用可能であ

り，いずれも生産関数はレオンチェフ型である。

「道具」を用いる技術から「機械」を用いる技

術への移行である機械化の容易さは中間財に

よって異なり，機械化の易しい財ほど単位生産

量あたりの「機械」の必要投入量が小さい。必

要投入量の全中間財についての幾何平均 Bは

有限である（よって機械化が不可能な財は測度

０である）。消費者は無限期間先を考慮して消

費・貯蓄を決定する。

モデル経済の動学は次のようにまとめられ

る。当初全ての中間財は「道具」を用いて生産

されている。しかし最終財生産関数の TFPが

低くない，あるいは「機械」の必要投入量の幾

何平均が高くない場合には（A/B>1+r, rは

時間選好率），賃金が利子率と比べて安くない

ため，一部の中間財の生産が機械化される。機

械化された中間財の生産性が上昇すると，補完

的な他の中間財の生産に投入される労働の価格

である賃金が上昇し，「機械」が相対的に安くな

るため，さらに多くの中間財の生産で機械化が

進行する。このように機械化と賃金上昇との間

には正のフィードバックが存在する。漸近的に

は測度１の中間財で「機械」による生産が行わ

れ，（最終財生産関数がコブダグラス型である

ことから）資本所得の GDPシェアは１となり，

経済は均斉成長状態に達する。これに対し最終

財生産関数の TFPが低いか「機械」の必要投

入量の幾何平均が高い場合（A/BC1+r），正の

フィードバックが途中で消滅し成長が途絶えた

り，機械化自体が始まらないという結果になる。

このモデルでは，「機械」の必要投入量の幾何

平均 Bが有限である（よって機械化が不可能

な財は測度０である）という仮定が持続的経済

成長のために決定的に重要である。この仮定の

ために測度１の中間財が「機械」によって生産

される均斉成長状態における利子率 A/Bが正

となり，長期的にも投資を行う誘因が存在す

る
31)
。また最終財生産関数が CES 型で代替弾

力性が１より大きいと仮定した場合も，機械化

が困難な中間財が最終財生産の足枷とならない

ため持続的成長が可能であるが，必要不可欠な

中間財が存在しないという仮定は現実的ではな

いと思われる。

1.3 評価

これらの研究は次のように要約できる。

Givon［2006］は機械化をもたらす技術進歩を

代替弾力性が１未満の CES 型生産関数におけ

る労働のウェイトの低下として定式化し，それ

が長期的には労働増大的技術進歩に収束するた

めに Kaldor factsと整合的であり，また移行過

程においても要素所得シェアの変化が小さく

Gollin［2002］などの実証結果と整合的であり

うることを示した（ただし移行過程の分析はし

ていない）。Peretto and Seater［ 2008］は

Givon 型技術進歩を内生化したモデルの動学を

分析し（ただし Givonとは異なりコブ・ダグラ

ス型の［中間財］生産関数を仮定している），技

術進歩によって資本集約度が上昇するため，物
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30）Zeira［1998］は途上国を想定した小国開放経済モ

デルにおいて同様の生産技術を仮定し，要素価格の

変化と機械化の相互作用ではなく，国によって技術

の選択が異なる原因を分析している。

31）均斉成長時の利子率が A/Bとなるのは最終財生

産関数と Bの定義から明らかである。もちろん前

述のとおり，持続的成長の十分条件は均斉成長時の

純利子率 A/B,1が時間割引率 rを上回ることであ

る。



的資本所得のシェアが所得水準とともに上昇し

Caselli and Feyrer［2007］の実証結果と整合的

であること，また貯蓄率が十分高い場合には経

済成長が持続し資本所得シェアが１の均斉成長

状態に収束することを示した。Zeira［2006］は

所与の技術での要素価格の変化による機械化

（２種類の中間財生産技術のうち資本のみを用

いる技術への移行）を，機械化の容易さが中間

財によって異なるモデルを用いて分析し，最終

財生産の効率性が十分高い，「機械」の必要投入

量の平均が十分低い，最終財生産関数の代替弾

力性が１を上回る，のいずれかが成立するとき，

経済成長が持続する（そして資本所得シェアが

１の均斉成長状態に収束する）ことを示した。

これらの研究の主な関心は，経済成長が持続

的でありうるか，およびモデルの挙動が成長に

関する諸事実と整合的であるか，の２点である。

成長の持続性に関して，Peretto and Seater

［2008］と Zeira［2006］はともに持続可能であ

ることを示している。Peretto and Seater

［2008］では企業が資本集約度の高い先進的な

技術と労働のみを用いる原始的な技術を併用す

ることが決定的に重要であった。そのために資

本の限界生産性が一定となり投資を行う誘因が

常に存在し，また先進的な技術を用いる「工場」

の資本労働比率が高く，新技術修得の限界生産

性が正となる。しかしながら中間財が同質的で

あるため，現実経済とは異なり全ての中間財で

両技術が併用され，同じペースで機械化が進む。

経済成長の持続性が両技術の併用に決定的に依

存している以上，Zeira［2006］のように中間財

に異質性が存在する場合でも持続的成長が可能

であるか検討する必要がある。他方 Zeira

［2006］では，「機械」の単位生産量あたり必要

投入量の幾何平均 Bが有限である（よって機

械化が不可能な財は測度０）という仮定が決定

的に重要であった。この仮定のために測度１の

中間財生産が機械化された場合でも資本の限界

生産性が正となった。Peretto and Seater

［2008］とは異なり，最初から「機械」のみを

用いる先進的な技術が全ての中間財で確立して

いる状況を考えているため，この仮定はさほど

不自然ではない。しかし現実には技術の開発と

改良に時間と資源を費やして初めて先進的な技

術が確立される。技術開発・改良を内生化した

モデルで問題を再検討する必要がある
32)
。

次に経済成長に関する諸事実との整合性に関

してであるが，持続的成長が実現する場合は，

いずれのモデルも均斉成長状態に収束し，Kal-

dor factsと整合的となる。しかし Peretto and

Seater［2008］と Zeira［2006］では資本所得の

シェアが１に収束してしまう。Zeira［2006］は，

論文の後半でモデルを拡張し，物的財とサービ

ス財という２種類の最終財が存在し，後者が機

械化の不可能な消費財である経済を分析してい

る（効用関数はコブ・ダグラス型）。元のモデル

同様 A/B>1+rのとき成長が持続するが，労

働所得のシェアは正の値に収束する。また移行

過程で資本所得シェアが上昇するため，サービ

ス財の相対価格が低下し，サービス財部門への

生産，消費，労働のシフトが起こる（労働のシ

フトは機械化も影響している）。このように消

費面で補完的な機械化の不可能な財の存在を仮

定する他，Givon［2006］のように代替弾力性が

１未満の CES 型生産関数を仮定しても労働所

得のシェアが正の値に収束し，より現実的とな

る。Peretto and Seater［2008］タイプのモデル

でもこれらの拡張を考えることが重要である。

以上の問題点が解決されれば，移行過程でのモ

デルの挙動と現実経済との比較を定量的に検討

することも可能となる。

選択できる技術が連続的に存在する Givon

［2006］および Peretto and Seater［2008］タイ

プのモデルは，２種類の技術しか選択できない
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32）Zeira［2006］は論文の後半で「機械」の開発にコ

ストがかかる場合を考えているが，均衡を分析して

いない。



Zeira［2006］タイプのモデルと比べ洗練されて

いるが，動学分析が複雑になってしまう難点が

ある。また後者の方が現実経済と対応づけて理

解することが容易である。分析対象などに応じ

て両者を使い分けることが必要であろう。

２ 機械化と職・賃金の分布

以上の研究では労働者が同質的であり，機械

化の賃金分布への影響を分析できないが，前節

で概観した実証研究の進展とともに，機械化と

職・賃金の分布との関係に焦点を当てた研究も

行われるようになっている。

1980 年代以降の賃金格差の拡大を理解する

ために従来用いられてきたのは，異なるスキル

の労働者（例えば大卒労働者と高卒労働者）が

マクロ生産関数の不完全代替な投入要素となっ

ているモデルである。AA（Acemoglu and

Autor［2010］）は，このようなモデルは 90 年代

以降の職・賃金分布の変化を分析する上で次の

ような困難があると指摘している
33)
。第一に，

技術進歩を要素増大的な形で導入しているた

め，技術進歩による機械化を分析することがで

きない。第二に，所与のスキルの労働者が就く

職の変化とそれによるタスク構成のシフト

（routineタスクから non-routine cognitiveタ

スクへのシフト）を考えることができない。第

三に，労働者のタイプを通常２種類と仮定して

いるため，賃金分布の二極化のように分布にお

ける位置によって影響が異なる状況を分析でき

ない。第四に，スキルとタスクを区別していな

い（スキルの同じ労働者は同じ職に就く）ため，

職の分布の変化が賃金分布に及ぼす影響を分析

できない。

これに対して AAは assignmentモデルを用

いることを提唱している。典型的な assign-

mentモデルの設定は次の通りである。最終財

は様々なタスク（あるいは中間財）を投入して

生産される。様々な生産要素（教育水準の異な

る労働者や資本ストックなど）が存在し，異な

る生産要素はタスクの生産において完全代替的

である（よって潜在的には各要素はどのタスク

の生産にも従事できる）が，タスクでの生産性

が異なる。このような設定のもとで均衡におけ

るタスクと生産要素との組み合わせ（ task

assignment），要素価格，産出量の決定などを

分析する
34)
。前項で見た Zeira［2006］のモデル

も「道具」を用いる中間財生産技術を労働のみ

を用いる技術に変更すれば assignmentモデル

の一種となる。Assignmentモデルは 70 年代

に登場し，労働経済学で賃金分布の分析などに

細々と用いられてきたが（サーベイとしては

Sattinger［1993］），近年国際貿易や offshoring

の労働市場への影響を分析するために多くの研

究で用いられるようになり（例えば Costinot

and Vogel［2010］），広く知られるようになっ

た。

AAは職や賃金分布の二極化を分析するため

に，スキルの異なる３タイプの労働者（high

skill, middle skill, low skill）の連続体が存在す

る経済を考えている。最終財は測度１のタスク

からコブ・ダグラス型生産関数によって生産さ

れる。タスクは「複雑さ」において異質であり，

high skill は middle skill よりも，また middle

skillは low skillよりも「複雑」なタスクに比較

優位を持つ。はじめに機械（資本）の存在しな

い経済の均衡における task assignment, 賃金

水準，相対賃金の決定を分析しており，特に「複

雑さ」の低いタスクを low skill，中程度のタス
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33）この他，教育水準の低い労働者で見られる実質賃

金の低下傾向を再現できないことや offshoringの影

響を捉えることができないこと等を問題点として指

摘している。

34）前節で概観した実証研究では，タスクとは職を構

成する様々な活動のことであるが，ここでは

assignmentモデルでの慣例に従い，職ではなくタ

スクと呼んでいる。



クをmiddle skill，高いタスクを high skillが行

うことを確認している。次に機械の生産性が外

生的に上昇し，当初 middle skillが行っていた

タスクの一部が機械によって代替される場合を

分析し，middle skillの一部がもともと low skill

あるいは high skillが行っていたタスクにシフ

トすること，そして high skillとmiddle skillと

の相対賃金が上昇し，middle skillと low skill

との相対賃金が低下することを明らかにしてい

る
35)
。90 年代のアメリカにおけるタスクと賃金

の分布の変化と同様の結果である。

このように AAモデルは事務・販売職におけ

る IT 化が職と賃金の分布の二極化をもたらす

ことを説明できるが，middle skillが就いてい

たタスクが機械によって代替されることを外生

的に仮定している。このため，時代と共に機械

化の影響を強く受ける職と労働者がどのように

変化してきたのかを分析することができない。

これに対し Yuki［2011］は機械によって代替

されるタスク（職）と労働者が内生的に決定さ

れるモデルを用いて，技術進歩がタスク（職）

と賃金の分布などに及ぼす影響を分析してい

る。最終財は測度１のタスクからレオンチェフ

型生産関数によって生産される。生産に投入で

きる要素は skilledと unskilledの２タイプの労

働者（職や賃金の二極化は関心外である）と機

械であり，各要素は analyticalと manualとい

う２種類の能力において異なる。タスクによっ

て２つの能力の重要性と機械化の容易さが異な

り，具体的には analyticalな能力が重要である

ほど manual能力の重要性は低く，また codi-

fied（ALMでの routineに相当）されたサブタ

スクの割合が高いほど機械化が容易である。

Skilledは unskilledに対して analyticalな能力

の重要性が高いタスクで比較優位を持つ一方，

機械は労働者と比べて機械化の容易なタスクで

比較優位である。また分析の簡単化のため小国

開放経済（利子率は一定）を仮定している。当

初機械が人間に比べmanual能力の重要なタス

クで比較優位にあるとき，外生的な機械の生産

性（能力）上昇によって task assignment，賃金，

相対賃金，産出量が時間とともにどのように変

化していくかを分析している。

論文の前半では，分析の容易な機械の

manualな能力と analyticalな能力が同率で増

加していく場合を考えている。モデルの仮定よ

り機械化はmanual能力が重要でかつ機械化の

容易なタスクから始まる。したがって機械に

よって代替されるのは unskilledである。しか

し機械の生産性上昇とともに，機械化は analy-

ticalな能力の重要性が高く機械化の難しいタ

スクにも広がっていき，最終的には skilledも

直接的影響を受けることになる。この過程で人

間はより analyticalな能力の重要性が高く機械

化の難しいタスクへとシフトしていくが，ある

時点以降前者のシフトは止まる。賃金格差は技

術進歩とともに拡大していくが，ある時点以降

は格差拡大は止まる。また労働者の賃金水準と

総産出量は常に増加する。

以上の結果は，前節で見たタスク・職の分布

の変化に関する実証研究や工業化初期における

賃金格差の拡大傾向と整合的である。（また

skilledの相対供給が時間とともに増加すると

仮定すれば，先進国などで工業化後期に観察さ

れた賃金格差縮小傾向とも整合的となりうる。）

論文の後半では２つの能力の増加率が異なる場

合を考えている。IT技術の進歩が始まるまで，

manualな能力を中心に機械の生産性が向上し

てきたことを考えると，このような一般的ケー

スを分析することは重要である。分析が複雑に

なるが，技術進歩によって unskilledの賃金が

低下する可能性がある，skilledも機械化の直接

的影響を受ける状況では技術進歩によって賃金

機械化と労働市場，経済成長 133

35）この他middle skillが行っていたタスクの一部が

外生的に offshoringされた場合や要素増大的な技術

進歩を内生化したモデルで要素供給が変化した場合

の影響などについても分析している。



格差が縮小する場合がある，などいくつかの結

果は特殊ケースと異なる。

Assignmentモデルは，従来のモデルとは異

なり，機械化が職や賃金に及ぼす多様な影響を

分析することができ，しかも offshoringなど他

の要因の影響を同時に考慮できる。今後このモ

デルを用いた研究が進展し，機械化と職，賃金，

そして最終的には経済成長との関係についての

理解が一層深まることが期待される。
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